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は じ め に
　筆者は，前稿で「新制度経済学の基本的性格」と題して，アルチャンと
デムゼッツの財産・所有権理論，ジェンセンのエイジェンシー理論，ウイ
リアムソンの取引コスト論，垂直・コングロマリット統合論の内容とその
性格について考察した。本稿の目的は，上記三つの理論の核心的特徴を検
討することによりその思想的基盤を明らかにすることである。すなわち，
上記の新制度経済学の諸理論は，後に触れる1938年の「リップマン・シン
ポジューム」や1947年に組織されたモンペルラン協会の主張である，「自
　399商学論纂（中央大学）第57巻第５・６号（2016年３月）
「新制度経済学」の思想的基盤と
新自由主義
高　橋　由　明
　　　目　　　次
　 は じ め に
１．「新制度経済学」の性格を析出する方法
２．「新制度経済学」の名づけ親と，新制度学経済学の研究対象と内容
３．「旧制度学派」と「新制度学派」における「制度」概念の相違
４．ウイリアムソンの「取引費用」の定義と計測方式
５．アルチャンとデムゼッツの財産・所有権理論と組織観
６．ジェンセンのエイジェンシー理論の立論目的と問題点
７．取引コストと垂直統合およびコングロマリット統合
８．「ノーベル記念経済学賞」，モンペルラン協会，新自由主義
９．新制度経済学の思想基盤
　お わ り に
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由市場で機能する価格メカニズムのみが生産手段の最良の利用と人々の欲
望の最大限の充足，を可能にする生産組織を実現する」（権上，13頁；西川，
62頁）という新古典派の経済学の基本的主張を基礎に展開され，新たに組
織の経済学を展開することによりそれを補完することを意図していた。市
場情報の全知者であるという従来の経済人仮説は，サイモンの「制限され
た合理性」の導入により修正されてはいるが，バーリーとミーンズによっ
て主張された「所有と経営の分離」論が当時の多くの経営者や経営学者に
よって受け入れられ，権限・責任に基づく「伝統的経営管理組織論」，経
営者の意思決定行動を分析した「近代的組織論」，さらに経営者のための
経済学者によって展開された利潤極大化を否定し，それに代えて売上極大
化（ボーモル），資産の成長（マリス）などを追究する経営者の行動を分析
するマネジリアル・エコノミクス論が展開されたのに対して，新制度経済
学はそれに対抗する理論として展開された。それは企業組織の理解の仕方
にみられた。従来の企業組織論では組織内の人間関係は上司・部下の権限
委譲関係と捉えられていたが，それを契約関係と捉えなおし，企業内の権
限関係を否定し外部からの雇用契約関係と同一視する理論を展開すること
により，新古典派経済学を補完しようとした。こうした理論の展開は，新
古典派の経済学を新しい組織の経済学により補完し，その具体的内容は，
新自由主義政策の一方策を形成していたのである。
　具体的には，1929年の大恐慌以降，政府の財政支出により公共事業を増
やし雇用を生み出し，有効需要を増やすというケインズ主義を否定し，小
さな政府で財政支出を削減し，市場での自由競争に任せ，市場に参加する
個々の人間の欲望は，自由市場での価格メカニズムに基づく取引の結果と
して実現され，さらに社会的均衡も達成されるという新自由主義の思想を
基盤に展開されているということである。本稿の基本的目的は，こうした
思想基盤をもつ新制度経済学の業績は1970年代に出版され始め本格的に展
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開されるが，1970年代までの経営学理論の発展，さらに社会・経済的な背
景を考察しながら，これらの新制度経済学理論が，実は1979年に成立する
イギリスのサッチャー政権，さらに1980年のレーガン政権により推進され
る新自由主義的経済政策に理論的基礎を提供したことを論証することであ
る。
　以下，本稿では，１章で，「新制度経済学」の基本的性格を分析する方
法，２章で，誰が「新制度経済学」と名づけたのか，新制度経済学者が考
察している研究対象と内容，３章で，「新制度」と「旧制度」の違いを検
討し，新制度の内容が新古典派を補完可能なものでなければならなかった
こと，４章で，ウイリアムソンによる取引の意味と取引費用の定義・計測
方式について検討し，５章で，財産・所有権論者は何を中心問題と考えた
のか，６章で，エイジェンシー理論の立論目的と問題点，７章で，ウイリ
アムソンの垂直・コングロマリット統合論，さらに８章で，ハイエク，フ
リードマンなどにより新自由主義的思想を広める役割を果たしたモンペル
ラン協会について説明し，９章で新制度経済学の思想的基盤が新自由主義
であることを考察し，「おわりに」で，新制度経済学の思想的基盤の視点
から，新古典派経済学を基礎に組織の経済学として主張された先の三つの
理論の内容が，新自由主義経済政策に親和的であり理論的基礎を与えたこ
とを指摘する。
　本稿の意義は，わが国における従来の新制度経済学についての研究で
は，アメリカ経営学の発展において新制度経済学がどのような位置にある
かを考察せず，しかも新古典派経済学に立脚した組織の経済学が展開され
たことの意味，さらにその思想基盤について言及した業績は皆無であっ
た。その意味で，こうしたわが国の従来の新制度経済学の研究者の姿勢に
対する批判が含まれており，一定の意義があるものと信ずる。
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１．「新制度経済学」の性格を析出する方法
　筆者は，ある経営学説の性格の特徴を析出するには，① その理論が発
表された時代までに展開されたほかの経営学説の理論構造との比較，さら
に ② その理論が展開された社会・経済的背景の分析，③ そして最後に，
その理論の社会・経済に与えた影響の分析によって可能となると考える。
以下，この視点から新制度経済学の性格，さらに思想的基盤について考察
する。
１）新制度経済学は1970年代に発表されている
　新制度経済学の主要な問題点である取引費用について最初に触れたロナ
ルド・コース（Coase, R. H, 1937）の論文「企業の性質（The Nature of the 
Firm）」を除き，本稿で考察するアルチャンとデムゼッツ，ジェンセン，
ウイリアムソンの主要な業績はつぎに示されるように1970年代に最初に世
に出て，さらに自己の理論を補完・修正する，ないし詳論される視点から
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　これらの理論が展開される理由は，コースが，従来の主流である新古典
派経済学の考え方においては，「そのほとんどの場合，企業と市場は存在
するものと仮定されており，それ自体は分析の対象とはなっていない」
（宮沢他訳，７頁）ことを指摘していたこと。さらにジェンセンが上記の
1976年の論文で，「投入と産出に関しての限界条件，それにともない利潤
極大化を達成するのに，企業は“ブラック・ボックス”とされていた」新
古典派の企業論を補完することにあったのである。この企業のブラック・
ボックスとしてみる考え方の限界は，アダム・スミスやマーシャルの企業
理論に端を発している（Jensen and Meckling, 1976, pp. 306-307）。
　バーリー・ミーンズの『株式会社と私有財産』（1931年）で所有と経営の
分離が主張された以降，経営者の行動の分析が「経営者のための経済学」
として展開されるのも，それまでの企業の概念が点として把握され，企業
組織内の構成員の行動の分析は無視されブラック・ボックスと考えられて
きたからである。
２）新制度経済学以前の伝統的経営組織論と近代的組織論
　アメリカ経営学の発展をたどると，いま触れたバーリーとミーンズが
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『近代株式会と私有財産』を出版し，企業が大規模化し資本所有が分散化
され，所有者が直接に経営活動を管理・統制するのではなく，株主総会で
選出された経営者が特定の株主集団から制約されることなく，株主だけで
なく企業の利害構成員を考慮した経営政策を採用することが可能になった
とする議論が展開されるようになった。ディーンに始まる経営者のための
経済学がそうであり，ゴードンなどにいたっては，経営者の社会的責任を
強調するようになった（Gordon, R. A., 1961, pp. 327-328）。
　他方で，ファヨールの経営管理論を発展させる伝統的管理・組織論や近
代的組織論の発展もみられた。アーヴィン・ブラウンは Organization of 
Industry（1947），クーンツとオードンネルは Principle of Management :  An 
analysis of managerial function（1955），ウイリアム・ニューマンは The 
Process of Management（1960）を出版し，伝統的経営管理原則論を展開し
た。これらの議論は，プラグマティズムの思想に基づく道具としての経営
管理技術を発展させたものであり，これらの諸理論は，適用される条件を
考慮し一部を修正すれば，体制を超えて利用できると考えられた。
　さらに，バーナードの Function of Executive（1938）での近代的組織論や
サイモンの Administrative Behavior（1945）などの意思決定論では，経営
者の意思決定行動が分析された。伝統組織論や近代的組織論では，新古典
派のように企業組織をブラック・ボックスとは考えず，経営者のとるべき
行動を規範的な管理原則論として展開するか，あるいは経営者の行動を記
述的に分析し，経営者は必ずしも企業の利益ないし株主の利益のためにの
み行動していないことを明らかにした。
３）新制度経済学が展開される社会・経済的背景
　アメリカ経済と経営学は，1950～1970年の20年間に黄金の時代（golden 
age）を迎えた。それは，国民の貯蓄率の向上や経営者・従業員の企業活
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動における努力により得られたものであった。歴史を振り返るなら，アメ
リカ経済は1929年の大恐慌の後，未曾有の不況に陥り，1930～1940年の平
均失業者は800万人，1933年には，失業者が1,300万人（４人に１人）に達し
ていた。GDPも1929年の額に比べ，1933年には３分の２まで落ち込んで
いた。金額ベースの生産高は，第二次世界大戦の特需により1941年にやっ
と回復した，という経過をたどっていたのである（Galbraith, J. K., 1954，村
井訳，28-30頁）。
　Ｔ．ピケティは，米国の1950～1970年代は，富の分配の格差が縮小した
時代であったことを強調している。1910～1920年代に，トップ10位の人々
は，国民所得の45～50％を手に入れていたが，それが，1940年代に30～35
％に下がり，1950～1970年代には横ばいであったというのである（ピケテ
ィ，T.（2015），山形・守岡・森本訳，26頁）。
　しかし，1975年頃からアメリカでは食料，航空機，化学産業を除けば工
業の衰退が始まり，貿易赤字が増大し1990年代には1,000億ドルを超える
ようになる。他方で，1974年に ERISA「退職年金法」が制定され，年金
加入者が増大し，機関投資家の所有株式の２分の１は年金基金によるもの
となった。機関投資家の勢力の増大は，企業の成果を実物投資の投下資本
利益率でなく，擬制資本の株価収益率により測定する方法を普及させるこ
とになる。さらに，1960年代から始まる企業内の余剰資金による，敵対的
買収の増大は1980年代に頂点を迎えることになる。
　こうした経済背景のなかで，1979年英国でサッチャー政権が誕生し，ケ
インズ政策（財政支出）による福祉国家政策が放棄され，公共企業の民営
化，減税，私的企業家のイニシアティブの奨励など新自由主義的政策が推
進される。さらに，1980年米国でもレーガン政権が誕生し，預金金利の自
由化（レギュレーション Qの廃止）など金融の規制緩和，政府支出の削減
（小さな政府）など新自由主義政策が進行するのである。こうした，イギリ
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ス経済やアメリカ経済が新自由主義的経済政策の方向に大きく舵をとると
きに，新制度経済学が展開されているのである。
２．「新制度経済学」の名づけ親と，新制度経済学の
　研究対象と内容
　アメリカの制度主義的組織論研究者のW. R．スコット（W. Richard Scott）
は，「ロナルド・コースの1983〔1984（以下〔　〕内引用者）〕年の「新制度
経済学」という３頁の手稿を引き合いに出して，「新制度経済学」の創始
者（godfather）はコースである」と述べている（Scott, R., 1995, p. 5，河野・板
橋訳，８頁，訳書では「名付け親」となっている）。しかし，だれが「新制度経
済学」という用語を最初に使用したかというと，それはウイリアムソンで
ある。雑誌の表紙にドイツ語の Zeitschrift fuer die gesamte Staatswissen-
schaftと英語の Journal of Institutional and Theoretical Economicsの両方の
タイトルが掲載されている，学術雑誌の1984年３月の140巻１号では，「新
制度経済学，シンポジューム」が特集され，Furuboton, E. G.と Richter, 
R.の手で編集・出版された。その雑誌の末尾に，このシンポジュームに
参加した，コースが「新制度経済学」と題しこの会議に対する３頁のコ
メントを寄せている。ここでコースは，「『新制度経済学』の用語は，Ru-
dolf Richter〔このシンポの編集者の１人〕が用いたが，これは Oliver Wil-
liamsonからのものである」と明記している。したがって，コースは創始
者といえるかも知れないが，「新制度経済学」の名づけ親はウイリアムソ
ンである。
　それは，ウイリアムソンが1975年の『市場と企業組織』の冒頭で「『新
しい制度の経済学（new institutional economics）』とでもよびうるものに対す
る広範な基礎をもった関心が，近年高まりつつある」と述べているからで
ある。しかし，ウイリアムソンによると，この新制度経済学派は，初期の
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制度学派〔ベブレン，コモンズ等〕と異なり，折衷主義的傾向がある。新制
度経済学者たちは，ミクロ経済学に依拠するとともに，たいていの場合，
伝統的〔正統派的〕新古典派の分析を放棄するのではなく，「むしろそれを
補完すると見做すのである」（Williamson, 1975, p. 1-2，浅沼他訳，５頁）と記
述している。新制度学派経済学が取り扱う経営学的研究対象は，「制度」
の意味，取引費用論，財産・所有権理論，エイジェンシー理論，というこ
とで，議論を進めてよいであろう。
３．「旧制度学派」と「新制度学派」における「制度」
　概念の相違
１）新制度経済学と名づけたウイリアムソンの「制度」の定義における
迷走
　ウイリアムソンは，新制度経済学と名づけながら，新しく提案した「制
度」の意味を最初から明確にしていたわけではない。1975年の著作では，
取引が外部市場から内部市場で行われる傾向性を説明する際にそれぞれの
市場を「institutional mode（制度様式）」という用語を使用し，1985年の著
作ではそのタイトルで『資本主義の経済制度』を使用しているが，「制度」
そのものを正面にとりあげて説明をしていなかったし，「取引費用」につ
いても明確に定義していなかった。
　それに対して新制度経済学の祖のコースは，「制度」と「取引費用」に
ついて説得的に明確に説明している。コースは，「制度」とは「企業と市
場であり，これらが一緒になって経済システムの制度的構造を構成してい
る」（Coase，1988，宮沢他訳，７頁）。従来の経済理論の主流をなす考え方に
おいては，「そのほとんどの場合，企業と市場は存在するものと仮定され
ており，それ自体は分析の対象とはなって」（宮沢他訳，７頁）いなかった。
従来の経済学だけでなく，新制度経済学と名づけたウイリアムソンでさ
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え，1975年の著作で，説明の便宜上「はじめに市場があった」（Williamson, 
1975, p. 20，浅沼他訳，35頁）として，しかも外部市場と内部市場の違いを
明確に述べることを避け，さらに「取引費用」の概念も明確にせず，両市
場の取引コストの比較の論議に移ってしまっていたのである。
　以下，旧制度学派と新制度学派の「制度」の意味について検討しよう。
２）旧制度学派の「制度」概念
　旧制度学派の祖ヴェブレンが，「制度」について彼の見解を展開したの
は，1899年に出版した『有閑階級の理論』の第８章においてである。「あ
らゆる共同社会」の「構造は経済的な制度と呼ばれるものから構成されて
いる」。「このような制度」は，その生活過程を遂行する，習慣的な方法で
ある」（Veblen, 1899, p. 193，高訳，217頁）。だが，「人口が増加し，自然を管
理する人間の知識と技能が拡大してくる」と，「生命活動を遂行する習慣
的な方式がもはや従来と同じ結果をもたらさなくなる」ことが生じる
（Veblen, 1899, p. 194，高訳，218頁）と述べる。ヴェブレンにおいては，人間
の自然への働きかけが制度を変化させ，古くなった制度が，人間に対して
新しい技術や知識を生み出す要因となる。ヴェブレンの理解では，制度の
変化・進展は，社会的共同活動（経済活動）をする人間によって生みださ
れ，制度がまた人間の活動に反作用を与えるということである。この場
合，ヴェブレンは，「制度」を社会や個人の「思考習慣」と定義している。
　こうした理論を展開した理由は，ヴェブレンが，クラーク，マーシャル
など新古典経済学とマルクスの業績の方法に疑問をもち，批判的に観てい
たからである。新古典派（限界効用）理論の問題点は，「過去２世紀の技術
的進歩──第一に重要──を気に留めず」，さらに「文化的骨組みの要素，
制度，そしていかなる制度的現象も……否定し説明を省いていた」（Veblen, 
1919 (Third Printing, 2003), pp. 231-233）からであり，「限界効用の理論は完全
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に静態的性格をもっていた」からである。
　コモンズも，「取引」に注目し，従来の経済学者は，自由取引は個人契
約であると主張していたが，いまや集団契約である一種の取引が出現して
いるので，それは制度的取引となったと主張する。彼は，「『制度』を集団
行動において個人行動を統御するもの」と定義する。さらに，彼は，「規
則（rules），規制（regulation），会社規則（bylaw）を，『行動規則（rules of 
action）』，もしくは『集団行動の運営規則（working rules of collective action）』
と名づけ」る（Commons, 1950, p. 29，春日訳，31頁）。
　さらに，コモンズによると，経済学は「富の生産と収益の分配」を研究
対象とするが，その場合，「人間の意志が経済生活の中心であり」，この意
志の合致は取引（transaction）という用語で分析されうる」。経済学理論は，
取引と活動の役割の他に，組織の諸問題，集団行動が事業体に組織される
に至る道程の分析を中心的問題とする（Commons, 1950, p. 21，春日井訳，
25-26頁）。コモンズは，「私は取引を経済科学の単位とする」（Commons, 
p. 57，春日井訳，67頁）と述べているが，経済学者は，取引の行なわれる「経
済的，社会的関係を分析しなければならない」（Commons, 1950, p. 22，春日
井訳，26頁）とし，経済学研究は，政治経済学であるべきと考えている。
３）コースの「制度」と「取引費用」の概念
　これからみるように，コースの「制度」概念と「取引費用」の概念は，
ウイリアムソンの複雑な分かりにくい説明に比べれば，単純明快である。
すでに紹介したように，コースは，「制度」とは「企業と市場であり，こ
れらが一緒になって経済システムの制度的構造を構成している」（Coase, 
1988，宮沢他訳，７頁）と理解する。従来の経済理論の主流をなす考え方に
おいては，「そのほとんどの場合，企業市場は存在するものと仮定されて
おり，それ自体は分析の対象とはなっていない」（宮沢他訳，７頁）ことが
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問題であったのである。
　コースは，『企業，市場，法』（1988）を出版するにあたり，第１章に新
たに「企業，市場，法」の論文を掲載するが，そのなかで，制度とは企業
と市場であり，企業の生まれてくる理由として「取引費用」をあげ，その
関係についての説明をしている。コースによれば，「現代の経済学理論に
おける企業とは，生産要素を生産物に変換する組織」と主張されながら，
「なぜ企業が存在するのか，何が企業の数を決定するのか，何が企業の行
動（企業の購入する生産要素と販売する生産物）を決定するのか」という点に
ついては，問題にしていない。なぜ企業が存在するのか，企業がどのよう
な活動を行なうのか，の理由の説明をしたのが，コースの最初の論文「企
業の本質」（1937年）であり，「取引費用」として企業内部の費用と外部の
費用があることを，所有権と関連させて説明した論文が「社会的費用の問
題」（1960年）であった。だが，「とりわけシカゴ大学の経済学者たちが私
〔コース〕の最初の論文を読み私の論文は誤っていると考えた」（宮沢他訳，
14頁）。そのために，コースは1960年の論文での詳細な説明が必要であっ
た，と述べている。コースは，「なぜ企業は存在するのか」の理由として，
「価格メカニズムを利用するための費用」，「市場利用の費用」という概念
を導入した。そして1960年の「社会的費用の問題」の論文で「取引費用」
という言葉を使用したのであった。「市場取引を実行するためには，……
交渉しようとする相手がだれであるか見つけ出すこと，交渉したいこと，
およびどのような条件で取引しようとしているのかを人々に伝えること，
成約にいたるまでさまざまな駆引きを行なうこと，契約を結ぶこと，契約
の条項が守られているかを確かめるための点検を行なうこと，等々のこと
がらが必要となるのである」（宮沢他訳，8-9頁，131頁）。
　すなわち，「模索と情報の費用，交渉と意思決定の費用，監視と強制の
費用」が，取引費用の内容を構成するものである。企業はなぜ成立するの
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か。コースはその理由をつぎのように説明する。「生産は個人間の契約と
ういう手段によってまったく分権化した方法でなされるが，その生産物の
取引に入るや，なんらかの程度の費用が発生する。そのため，市場を通じ
て取引を実行するための費用に比べて，それで少ない費用ですむときに
は，市場でなされていた取引を組織化するために企業が生まれるのであ
る」（宮沢他訳，９頁），というのである。企業を組織化する費用のほうが
企業外部での取引費用に比べ小さいときは，その組織化は継続し企業の規
模が大きくなるのである。また，企業が何を購入し生産し販売するかを決
定する基準が，「取引費用」ということになる。
　それでは制度としての「市場」について，コースはどのように説明して
いるか。「市場とは交換促進するために存在する制度である。つまり市場
は，交換取引を実行する費用を減ずるために存在している」（宮沢他訳，10
頁）。だが，従来（新古典派）の経済理論においては，市場は果たすべき機
能をもっておらず」，「交換を促進する社会制度」としての市場については
完全に無視されている。市場は歴史的に古くから存在したが，取引が正常
に行なわれるため，規則やルールがつくられ，違反しないようにしてい
た。今日存在している市場が正常に機能するためには，売買がなされる物
理的施設を準備するだけでは十分でなく，そこで取引を行なう人々の権利
や義務を律する司法的なルールを必要とする。取引所が法的ルールを設定
する場合，取引所のメンバーに同意をとりつけ，ルールを執行し，ルール
に違反する者には罰則を与える形式が制度化されていなければならない。
こうして制度としての市場は交換を促進できるのである。
　1960年の論文「社会的費用の問題」では，経済システムが働くことに対
する法律の影響の問題，所有権と取引費用の関係など詳しく検討されてい
る。いまある工場が，有害物質が含まれる汚水を川に放出し，近隣住民の
健康に被害を及ぼすとき，ピグーの厚生経済学に立脚するなら，それは国
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家が罰則として，その企業に汚水を流さない方策を採るよう命令すると
か，その企業に課税をするとか，国家がその被害を緩和するための医療費
を負担するなどで対処できるとしてきた。最初は，住民への被害の損害額
と課税額が同じでも，その工場の近隣に住む住民の数が増大していくな
ら，被害・損害額も大きくなり，企業が負担する場合は，その対策費や，
国家の課税額も大きくなり内部費用も膨大になるであろう。国家もさらに
増加する医療費を負担するなら財政支出も膨大なものになるであろう。し
たがって，「政府の直接規制のほうが市場や企業によって問題が処理され
る場合にくらべ，より好ましいということは必ずしも主張できない」（宮
沢他訳，134頁）。こうしたこれまで想定できなかった社会的費用の発生の
解決には，最終的に裁判所による法的な裁定がなされるが，企業の所有主
体の権利を明確に定義する必要がある。従来は企業の使用する生産要素
は，１エーカーの土地，１トンの肥料（物的実体）として捉えられており，
その実体・実物の利用やその遂行に関する権利としては捉えられてこなか
った。生産要素を権利として把握するなら，汚水を放出する工場主の権利
を制限する方式で法律的裁定も可能なのである。さらに，その場合，経済
が効率的に運営されているかどうかの判断基準として，企業外部で発生す
る費用負担と内部での管理費用などの費用負担を比較する取引費用の概念
が重要となるのである。このように，コースは，制度としての企業と市
場，企業の発生の理由を外部からの購入（buy）費用に比較し内部での製
造（make）費用が低いことによる，と明快に説明しているのである。
４）ウイリアムソンの制度概念
　それにくらべ，ウイリアムソンの「制度」に関する説明は複雑で分かり
にくい。1975年の著作では，制度についての説明はなく，「制度様式
（institutional mode）」という用語を用いていた。これは「市場」を意味して
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いた。彼が制度の説明に関して重い腰を上げたのが1996年に出版した『ガ
バナンスのメカニズム』においてである。ウイリアムソンは，ノースを引
き合いに出して，ノースの制度とは，「人間が考案した制約で，政治的，
経済的，社会的な相互行為を組み立てるものである。制度は，非公式の制
約（制裁，タブー，習慣，伝統，行動準則）と公式の規則（憲法，法律，財産
〔所有〕権）の両者から成っている」（North, D., 1991, p. 97）。さらに「一連の
道徳的規範，倫理的規範かつ行動規範の装置であり，……，規則と規制が
個別的に特定化され，執行（enforcement）が実施されるやり方を制約する
ものである」（North, 1984, p. 8）としている。
　ウイリアムソンの理解によると，このノースの制度の定義は，主にウイ
リアムソンの理解する「制度の環境（institutional environment）のレベルで
作用するものであり，〔ウイリアムソンが中心的な関心である〕ミクロ分析の
制度経済学が作用するのは，ガバナンスの制度（institution of governance）
のレベルにおいてである」。両者は，分析レベルが違い，制度の環境はゲ
ームのルールであり，ガバナンスの制度では，制度経済学が作用し，個別
経済主体が取引行為として作動する（Williamson, 1996, pp. 4-5）。
　ウイリアムソンは，別な箇所で３層の図（図１）を示し，このⅰ）制度
の環境と，ⅱ）ガバナンスの制度の関係を説明するにあたり，ⅲ）個人
が，それぞれⅰ）とⅱ）にどう関係するかを説明しているがその説明は十
分とはいえない。筆者の解釈では，最上段の制度の環境には，社会・経済
に関する法律だけでなく外部市場もふくまれるであろう。さらに中間のガ
バナンスには，内部化すべきか否かを考慮する外部市場と内部市場が含ま
れるであろう。そして下段の個人は上段の制度の環境と中断ガバナンスか
ら制約されて，中段のガバナンスのなかで行動しメカニズムの内容を構成
するはずである。しかし，筆者が理解できないのは，点線で strategicと
書かれていることで，個人が機械主義的に行動するのは，ガバナンスのな
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かのはずである。筆者がこうした解釈を書かざるを得ないのは，ウイリア
ムソンが分かりやすく十分な説明をしていないことに原因があるのであ
る。この図はウイリアムソンの制度の説明において大きな意味をもっては
いない。どのような意図でこのような図を掲載したのであろうか。
　ガバナンスの制度は，法律，外部市場と内部市場でのゲームのプレイヤ
ー行動の分析であり，制度の環境はプレイヤーの行動を制約し，プレイヤ
ーがゲームを行なう一定の枠組みで，ウイリアムソンにおいては変化せず
所与のものである。彼においては，制度の環境はガバナンスの制度を制約
することがあっても，ガバナンスの制度（組織内の取引行為）から制度の環
境への反作用はなく，制度の環境が変化することは考えられていない。制
度の環境を所与・一定とすると明言しているからである。
　その意味でも，ウイリアムソンの「制度」理解は，同じ新制度学派のノ
ースとも異なり，また旧制度のヴェブレンとコモンズとも，異なるといえ
る。最大の違いは，旧制度学派では制度は社会の変化に応じて変化するの
図１　階層図（A layer schema）
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に対して，ウイリアムソンでは，制度は変化せず一定であるということで
ある。ウイリアムソンのこうした姿勢は，最大効用を求めて行動する経済
主体の取引レベルの行動を分析対象に絞りこむことにより，数量分析での
操作可能性を確保したいという姿勢が強く現われているということができ
よう。
４．ウイリアムソンの「取引費用」の定義と計測方式
１）ウイリアムソンの「取引」の意味
　ウイリアムソンは，コモンズの Institutional Economics（1934）から引用
して，彼が「取引が経済学研究の根源的な単位であると考え」，「彼〔コモ
ンズ〕は法的統制権の移転と契約の有効性とを彼の研究の焦点においた」
（Williamson, 1975, p. 3, 浅沼他訳，7-8頁）。コモンズの場合は，希少性の存在
が利害対立を引き起こすが，……対立の中から秩序を生み出すような制度
が発明されることから生じると考えた。その場合，秩序とは，「集団行動
の運営ルールであり，そのスペシャル・ケースが『正当な法の手続きであ
る』」と定義されたことを紹介している
　そして，ウイリアムソンは，「私がコモンズに負っている（my debts to 
Commons）ことは，主として，彼が経済問題を私と非常に似かよった精神
で定義したところにある。……私〔ウイリアムソン〕は彼の分析からそれ以
上細かい点を借りていないが，それは，彼の分析がきわめて個性的な独特
な分析であるからである。それにたいして，私〔ウイリアムソン〕は，過去
40年間に経済学と組織論の文献において，企業の本性についてコースが企
業と市場の問題を直接的に提起したこと，彼が取引費用と契約関係とを研
究されるべき決定的な要因として識別したことの両方の点で，有益であ
る」（Williamson, p. 6，浅沼他訳，13頁）ので，これを考慮したと述べている。
この意味は，コモンズの制度ではなく，コースが社会的費用を問題にし，
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企業と市場の関係を，取引費用と契約の関係として提起し，その内容を明
確にしたことが（宮沢他訳，111-178頁），ウイリアムソンに，「取引」の分
析にあたりコモンズとは違った分析方法を採用させる動機を与えたという
ことであろう。しかし，「制度」についての定義に関して無視し，コース
が，企業と市場を「制度」と理解していたことには，触れていない。多分
意識的に無視し，企業と市場を制度と考えたくなかったのであろう。
　ウイリアムソンにとっての最大の関心は，「ひとつの制度様式 （insti-
tutional mode）によって取引を完遂することにともなう費用が，他の制度
様式による場合のそれと，どのように異なるかを比較すること」であり，
外部の市場から buyする様式と，内部化してmakeする様式での取引コス
トを比較することなのである。その場合，本来なら外部市場と企業内部市
場の内容の違いを説明しなければならないのに，ウイリアムソンは，説明
の便宜上「はじめに市場があった」（Williamson, 1975, p. 20，浅沼他訳，35頁）
として，両者の市場の違いを明確に述べることを避けて，単なる両市場に
おける取引コストの比較の論議に移ってしまうのである ＊。
＊　ウイリアムソンは，「はじめに市場があった」とし市場について定義してい
ないことに，ホジソンなどから批判を受けていたので（Hodgson, M., 1988，
八木他訳，220頁），1996年の著作では，「議論がされるように組織は市場があ
るよりはより複雑な構造の様子を呈する」と釈明している。フリードリッヒ・
ハイエクが書いているように，「それを理解することなし偶然出会った後に，
価格システムは人間が利用することを学習する形式のひとつである」。取引を
管理する自然な方法が，権限（組織）を通じて実施されるなら（ウイリアム
ソンが仮定した）「はじめに市場があった」という仮定は撤回しなければなら
ない。権限は，人々が直接に経験し考えるものである。相対的に市場はとら
えがたいものとなる，と加筆している（Williamson, 1996, p. 13）。
２）サイモンと違うウイリアムソンの人間観
　既述のように，ウイリアムソンの取引費用の経済学では，従来の市場情
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報の全知者でありつねに合理的行動をとる経済人仮説を修正するため，サ
イモンの「制限された合理性」を導入し不確実性を考慮するとともに，彼
独特の「機会主義」の概念を導入している。ウィリアムソンの機会主義で
の人間観は，自己の利益を獲得するためには狡猾で相手を陥れることも辞
さない人間である。これに対して，サイモンは，「政治問題における人間
の性格─政治科学についての心理学との対話」（Simon, 1985）という論文を
書き，人間の合理性に関して，現代の認識心理学から適用されている「手
続き的に制限された合理性（procedural, bounded rationality）」と「経済学に
適用されるグローバル的実質的に制限された合理性（substantive, bounded 
rationality）」とを区別している。この手続きと実質的の区別は憲法用語か
らきており，前者は過程の手続きの問題であり，後者は結果それ自体の問
題となる。人間の行動は目的志向的で通常は合理的行動をとるが，他によ
り重要な目的が生じたり，他に考慮すべき要素を無視したり，また将来の
行動の予測を誤ったり，予測が不確実であったりすると，非合理的行動が
現われるのであり，こうした人間の本質を「制限された合理性」と考える
のである（Simon, 1985, pp. 294, 297）。サイモンは，この論文の最後でマジソ
ンの叙述を引用する形式で，彼自身の総括的人間観を説明している。サイ
モンは，人間はある程度用心深く疑うという邪悪さをもっているが，他方
である程度尊重することや理性に基づき信用するという性質をもってい
る。であるから，現実の人間を，人間の理性は限定的でありかつ動機や分
別に意志薄弱性がありそのバランスをとっていると理解する（Williamson, 
1996, p. 224 ;  Simon, 1985, p. 303）。ウイリアムソンでは邪悪さ（depravity）の
程度が違い，相手を陥れる策略をもっても自己の利益を追求すると考えら
れている。このサイモンとウイリアムソンの人間観の相違こそ，サイモン
をして，組織における人間行動でみられる権限受容，制裁，説得，さらに
従業員の忠誠心といった行為の現象を分析させているのである。ウイリア
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ムソンでは，機会主義的に行動する人間は，自己の利益のみ追求する狡猾
な特性をもっており，組織内人間の相互関係では，狡猾的戦略の程度の相
違は存在しても両者は効用を最大化する取引関係として現れるのである。
しかも，その行為の結果は，需要・供給の関係として，価格・費用の問題
として処理可能と考えられているのである。これは正統派経済学から離れ
たくないという姿勢の現われといえよう。
　しかし，ウイリアムソンの場合は，ノースがいうように取引行為を執行
（enforcement）するさいの経営者のパワー，そこで生じる拘束やサンクシ
ョンなどの問題はまったく考慮されず，相手を陥れることも含む機会主義
に依拠している（執行は不完全であると想定している）のである（North, 1990, 
pp. 54-55，竹下訳，73，81頁）。
３）1996年の著作『ガバナンスのメカニズム』での「取引費用」の定義
と計測方式
　1975年の著作では，自分の理論の核心的概念として「取引費用」を位置
づけながら「取引費用」について定義をしていないとの批判がなされた。
ウイリアムソンは，1996年の著作では，重い腰を上げ，取引コストの定義
を，これまでよりは具体的に叙述し始める。「契約の観点から経済シス　　　
テムを注意深くみると，取引コストは，契約のための費用と考える」
（Williamson, 1996, p. 5）と。これまでに比べると明確な定義であるが，わず
か１行の説明である。続けて「取引コストの測定は手におえないほど困難
である。この困難は，ガバナンスの要件を比較し考察することにより救援
される」。取引コストの測定は，比較し釣り合いがあるか，不釣合いかの
問題であると述べているだけである。彼の抽象的叙述をできる限り正確に
翻訳し引用しよう。「取引コストの差異の区別は，先の尖ったものを切断
するようなものである。これらのコストの主要なものは不適合の費用であ
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る。今ある契約が，予測できない障害の理由により不適合なら，契約当事
者たちにとって簡単なのは，他の契約に転換することにより救済を求める
ことになるのか，両者とも問題を一緒に受けて契約を作動させる必要があ
るのか，どちらかである。もし後者なら，ガバナンス構造は，その信用を
促進するのを支援するか，または，両者は，多くの危険（hazard）のプレ
ミアムを担うかのどちらかになる。不適合の危険から費用効果的救援を提
供するために，ガバナンス構造を処方することが，くり返し主命題となる
のである。より一般的には，ガバナンスの研究は，契約上の危険（ハザー
ド）の全ての形態を確認し，解説し，軽減することに関与することなので
ある」（Williamson, 1996, p. 5）。
　以上の叙述から，取引コストとは，契約の摩擦・不適合から生じる費用
で，それを処理するということが，ガバナンス構造上の処方の中心的問題
となる，ということである（Williamson, 1996, p. 5）。ウイリアムソンにとっ
ては，取引コストの比較とは，契約上の危険の比較である。しかし，彼に
おいては，ガバナンスの環境は所与であり一定である。現実においては，
制度の環境は変化しているにもかかわらずこれを考慮しない。したがっ
て，ウイリアムソンにおいては，取引費用の計算は，サイモンの「制限さ
れた合理性」に依拠する不確実性，彼特有の意味をもつ「機会主義」を基
礎になされる，経営者の効用に基礎をおいた選択に基づく行動（ガバナン
ス構造のもとでの選択的行動）であり，それは釣り合いをはかるという問題，
となる。実際に，垂直統合の場合，たとえば外部から部品を購入（buy）
するか垂直統合（内部化）し部品を自社で製造（make）するかの計測が実
際に正確にできるのか，現実に垂直統合する場合，この取引費用（契約コ
スト）の計測にのみ基づいて実際に行なっているかは吟味されなければな
らないはずである。
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５．アルチャンとデムゼッツの財産・所有権理論と組織観
１）私的所有権の強調と内部化の可能性
　デムゼッツは「財産・所有権の主要な機能は，より多く外部性を内部化
する誘因を導くこと」であると考える。その場合，デムゼッツは，共同所
有社会の企業・組織と，私的所有社会での企業・組織の意思決定過程を比
べるなら，前者では共同している当事者間での交渉が必要なため相対的に
コストが多くかかるのに対して，私的所有の企業・組織での行動は完全に
独立しており外部との交渉の必要もなく，個人が独自に意思決定をするこ
とができるので，自由に外部性を内部化することが可能となり効率性が高
まると主張している（Demsetz, 1967, pp. 354-356）。
　この理解はコースの主張に依拠している。いまある工場から排出される
煙が近隣の住民の財産に損害を与える場合，多くの経済学者は，工場所有
者に被害者の損害を賠償させるなど，国家の規制による解決の利益を過大
評価してきた。しかし，工場所有者が与える損害，被害者の受ける損害，
それを解決するための政府規制に必要な費用の比較の視点からの分析が必
要であり，最終的には国家規制を縮小すべきという主張である（Coase, 
1988，宮沢他訳，111，135頁参照）。この場合のコースであれ，デムゼッツで
あれ，財産・所有権を確保した個人こそが効用を極大化する行動をとりう
るのであり，こうした効用極大化の行動をとる経済主体間の効率の均衡
が，経済行動の解決をもたらすという見解の立場にある。つまり，財産・
所有権をもつ個人こそが，その福祉について最善の判断をくだすことがで
きるという新古典派経済学の立場にある。サイモンの制限された合理性を
導入し経済人仮説の欠陥である不確実性問題を補完したとしても基本的に
この立場に立っている。
　先に指摘したとおり，従来の正統派経済学では，企業組織はブラック・
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ボックスであると考えられてきた。アルチャンとデムゼッツは，1972年の
論文（Alchian and Demsetz, 1972, pp. 777-795）で，通常の市場的交換と企業
組織内での資源配分との間になんら根本的差異はないという主張をしてい
る。彼らによると，「雇い入れた秘書にあの資料をファイルするのではな
くこの手紙をタイプしてくれというのは，乾物屋にあのパンではなくこの
ツナ缶を売ってくれというのと似ている」（p. 777）ことになる。この引用
文で，企業所有者（雇用者）と被用者の関係が，完全に平等であるといえ
るのは，両者間に不断の再交渉（continuous renegotiation＝両者が平等に同じ
条件でいつでも交渉）が可能であるという前提がなされているからであるが，
それは通常の雇用契約では一般的に存在しないのである。
　ウイリアムソンも，この見解には，「被用者の交代にともなう遷移費用
（transition costs）は無視できる程度のものだという仮定が含まれている」
（Williamson, 1975, p. 67，浅沼他訳，115頁）と批判している。従業員は一定期
間雇用されれば，その期間に特定のスキル（特殊資産）を取得するのが一
般的で，継続的な再交渉は不可能なのである。ホジソンも，雇用関係は，
労働過程にともなう不確実性と複雑性が高いために，そのすべての特徴に
ついて実質的かつ詳細な取決めをするのは困難という本質的特長がある
（Hodgson, 1988, p. 198，八木他訳，211頁）と反論している。
２）新制度経済学の重要な柱としての財産・所有権理論の主張の理由
　ウイリアムソンは，新制度経済学は，種々の風味を加え種々に定義され
るが，財産・所有権の経済学は，コース，アルチャン，デムゼッツにより
展開された。だが，それは経済組織への技術的アプローチに対抗するも
の，組織の諸理論へのライバルとして進化発展したもので，取引費用を効
率化するときに必要になった（Williamson, 1996, p. 222）と述べている。す
なわち，財産・所有権理論は，新制度経済学とは違うアプローチを採用す
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る従来の伝統的経営組織論や経営管理論のライバルでありそれに対抗する
理論として発展したというのである。
　ウイリアムソンは，この所有・財産権の定義に関しては，Eirik 
Furubotnと Sveozar Pejovich（1974, p. 4）によるものが適切であり広く知
られているとつぎの３条件をあげている。a）財産を使用する権利，b）財
産からの収益を充当する権利，そして，c）財産の形式や実態を変更する
権利（Williamson, 1996, p. 222）である。
　だが，1970年代になり，新制度経済学として，なぜ財産・所有権を理論
化し主張しなければならなかったか。その最大の理由は，1932年にバーリ
ーとミーンズが『現代株式会社と私有財産』を出版し，非金融業の最大
200社で，所有と経営が分離していると主張した。そのため所有権者が経
営の支配権を失ったとする理論を否定し，新古典派の所有権者の経営に対
する権利を回復することであった。バーリーなどの主張は，私的所有権を
基礎に企業家を含む経済主体が市場での交換価格の均衡を通じて社会が均
衡化し社会の安寧が図られると考えていた新古典派経済学の立場にある学
者にとっては，その存立基盤を脅かすものであった。そのため，それに対
抗する理論を「新制度経済学」として展開しそれを補完しなければならな
かったのである。しかも，この章の冒頭で紹介したように「財産・所有権
の主要な機能は，外部性のより多くを内部化することを達成する誘因を導
くこと」であり，そのことは，1980年代のアメリカのレーガン政権やイギ
リスのサッチャー政権が効率性の達成を理由に促進した従来の政権の住宅
供給などの公共事業（外部性）の民営化（内部化）を図ることの「合理性」
に対する理論的基礎を提供していることになるのである。
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６．ジェンセンのエイジェンシー理論の立論目的と問題点
１）エイジェンシー理論の概要
　エイジェンシー理論は，1976年の共同執筆論文において世に知られた理
論である。エイジェンシー（agency）とは「代理する」ことである。会社
における株主と経営者は，契約関係により株主が依頼人（プリンシパル，
principal），経営者が代理人（エイジェント，agent）という関係にある。だか
ら，代理人の経営者は依頼人である株主のために利益をあげなければなら
ないが，それに反するかもしれない。株主も経営者も自己の効用を最大化
することを目的として行動するからである。それを防ぐために，代理関係
にともなう費用＝エイジェンシー・コストを主に分析の研究対象にしたの
が，彼らの理論である。エイジェンシー関係では，依頼人は ① モニタリ
ング・コスト，代理人は ② ボンディング・コスト（金銭的であれ非金銭的
であれ）を負担するが，代理人の意思決定と依頼人の効用を最大化する意
思決定の間には不一致が存在する。この不一致によって，依頼人がうける
富（welfare）の減少に等しい金額は，エイジェンシー関係における ③ 残
余ロスとするのである。この場合，ジェンセンの理論で想定される企業目
的は，株主の利益の最大化であり，代理人である経営者の役割は企業構成
員の利益（ステークホルダー）の利害を調整することではない1）。
1）　ノースは，1976年の論文を，監視，監督，およびエイジェントの怠業にか
かわるエイジェンシー・コストを精緻化したことに触れながらも，プリンシ
パル／エイジェントの監視にかんする議論で，「われわれは，プリンシパル
はエージェントを罰するパワーを，それゆえ契約を執行するパワーをもつ
と，想定する。同様に，エージェントはプリンシパルを監視し，彼ないし彼
女の契約の目的を執行できる。執行は相手からの報復から生じうる。それは
また内的に執行される行為コード〔拘束〕から，あるいは社会的サンクショ
ンないし強制的第三者（国家）によって生じうる」（竹下訳，43，47頁）と
述べている。対等な契約関係は外部市場にはあっても，企業内部の契約関
424
　企業目的が，企業価値の最大化でなければならないことを，ジェンセン
はハイエクによるアダム・スミスの「見えざる手」（市場交換における価格
メカニズムによって導かれる）などの言及を含めて３度にわたり引用してい
る。たとえば，ステークホルダーの各経済主体を小さな集団の群れ「ミク
ロコスモス」と呼び，このルールを野放図にマクロコスモスに適用すれば
マクロコスモスを破壊する。「市場のような情報収集制度によって，……
超個人的なパターンを形成することができる。かかるパターンに基づく制
度や伝統が進化した後では，人々は（小さな集団におけるような）単一目的
についての合意を求めて奮闘する必要はなくなる。なぜなら，広く分散し
た知識と技能は，いまや容易に種々の目的のために活用しうるからであ
る」（Hayek, 1988, p. 18, p. 14，渡辺幹雄訳，21-22，17-18頁；Jensen, 2002, pp. 
243-244）。
　ジェンセンは，企業（株主）価値の最大化こそが，市場で決定されるマ
クロコスモスであり，ステークホルダーの主張する価値はそれぞれ小さな
集団の価値でミクロコスモスであるというのである。さらに啓発された価
値の最大化（enlightened Value Maximization）と啓発されたステークホルダ
ー（enlightened stakeholder）について説明されているが，長期的価値の最
大化をめざせば，各ステークホルダーの利害が満たされるから，ステーク
ホルダーは短期の利害の誘惑に惑わされてはならないということを述べて
いるにすぎない（Jensen, 2002, pp. 245-246）。しかも，資産・企業成果の測
定を「バランス・スコア」を用いるのも一つの方法であることを提案して
いる。
　しかし，ジェンセンが議論しているのは，資本市場の株価による評価で
あって，株主価値最大の成果を，ステークホルダーにいかに具体的に配分
係，雇用関係には存在しないといえるのである。
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するかの議論は全く提示されていない。サイアートとマーチは，企業は組
織連合体であり，企業（連合体）全体の利益と各利害集団の組織の利益は
異なっているから，連合体の企業目的は「要求水準」できまり，あとは，
各利害集団間の交渉により決める方式を提案しているが（Cyert, R.M. and 
J.G. March, pp 10-55，松田・井上訳，13-55頁），こうした方式のほうが，利害
集団の利害が満たされるしまた納得のいく方法といえる。
２）エイジェンシー理論の立論の背景と目的
　ジェンセン等は，この論文で「① 財産・所有権，② エイジェンシー，
③ 所有構造の理論を発展させるための企業財務の最近の発展を描いてい
る。……この分析は，企業の定義，『所有と経営の分離』，企業の『社会的
責任』，『会社の目的関数』の定義など，組織の理論，市場完全性の供給サ
イドの問題といった専門的かつ大衆的文献で取り扱われている種々の諸問
題について，新しい光を当てその結果を示している」（Jensen, 1976, pp. 305-
306）。そして，ジェンセン等により専門的文献としてあげられたのは，所
有者の最大利潤ではなく，それと違った経営者の裁量範囲の行動を分析し
たウイリアムソン（1963，1970），経営者は成長率を重視すると主張したマ
リス（1964），売上極大化を強調したボーモル（1959），ペンローズ（1975）
の業績で，ジェンセン等はこれらの理論に対抗する姿勢を明言している。
ジェンセンは，2000年に単著『企業の理論─ガバナンス，残余請求権，組
織形態』を出版し，「企業目的は，残余請求権の危険負担者である株主」
のための「株主価値最大化」であるべきこと主張する。そして2002年に，
Business Ethic Quarterly誌に「価値の極大化，ステークホルダー理論，会
社の目的関数」のタイトルの論文を寄稿し，「目的のある行動は，単一の
価値の目的関数の存在を要求する」，ステークホルダー理論の要求する
「多目的は無目的である」（Jensen, 2002, p. 237），と批判した。
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　しかも，ジェンセンは，注で「ステークホルダー理論は，……現在のイ
ギリス政府を含む政府組織によって是認されている。ランド・テーブル
〔アメリカの経営者団体〕によってもなされており，その承認はアメリカの
38州の法律と，ファイナンシャル・タイムズによっても是認されている」。
「このようなステークホルダー理論は，合衆国の裁判所と州議会に対して，
ポイゾン・ピルの法制化と株主国家統制法（state control shareholder acts）
の法制化による敵対的買収の制限を実施するよう説得する意味で重要な役
割を果たした」（Jensen, 2002, p. 237）と述べている。アメリカでは1970年代
後半から企業の社会的責任を意識し，コーポレート・ガバナンス原則を明
確化，従業員，地域住民の重大な損害をもたらすM&Aを法律により制限
する動きがあったときに，それらに対抗する理論として出版されたのであ
る。そうしたことから，「エイジェンシー理論の出現と発展は，コーポレ
ート・ガバナンスのパラダイムの転換に理論的基礎を与えた」（Orhangazi, 
2008, p. 35）とか，「コーポレート・ガバナンスについてのニュー・イデオ
ロギー」（Lazonick, W. and M.O’Sullivan 2002, p. 17）と特徴づける研究者も現
われたのである。
　ダイナミック・ケイパビリティ論を展開している D．J．ティースは，
「エイジェンシー理論は，経営者の機会主義を強調するものの，それ以外
はほとんど問題にしていない。企業家精神，リーダーシップ，企業文化や
組織や内部組織の構築といった要素が果たす役割をあまねく否定している
に等しい。この点で，エイジェンシー理論は重大な欠点をもつ」と結論づ
けている（Teece, 2009，谷口他訳，xxxiv頁）。
３）エイジェンシー理論における組織観
　ジェンセンらは，企業の組織をどのように理解し把握しているのであろ
うか。ジェンセンらによると，多くの組織は「擬制法人（legal fiction）」で
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あり，その組織は諸個人間での一連の「契約関係の束」として活動する。
こうした理解は，財産・所有権理論と同じであり，この理論に依拠してい
るといえる。彼らによると，「エイジェンシー関係は，すべての組織や企
業の経営管理のあらゆるレベルの共働的取組に存在する。しかし，彼らは
つぎのような脚注をつけて釈明せざるをえなかった。「エイジェンシー・
コストは組織のあらゆるレベルで生じる。しかし，不幸にも，これらのよ
り一般的な組織要件の分析は，『所有と支配』の分析よりははるかに難し
い。なぜなら，当事者間の契約上の義務と権利は異なっており，一般的に
は契約上の取り決めは明白に規定できないからである。とはいえ，それら
は存在するし，我々〔ジェンセンら〕は，この方向での分析を拡大し，実
行可能な組織理論の生産的な洞察を組み込むことができると信じている」
（Jensen, 1979, p. 309の注10参照）と述べている。
　しかし，財産権・所有権論に基づけば，組織内のすべての人間関係は契
約の束の状態にある。しかし，たとえば企業内組織の経営者・管理者と現
場従業員の雇用，被雇用関係は，株主総会で選出された取締役会メンバー
とその互選で選ばれる経営者（社長）との契約関係とは，明らかに異なる
のである。したがって，彼らが，あらゆる組織のレベルでエイジェンシー
関係が存在し，エイジェンシー関係を「実行可能な組織理論の生産的洞察
を組み込むことができると信じている」と述べても，読者はこれをにわか
に信じることはできない。彼らは，経営者と従業員の関係についての契約
関係，組織関係をそれ以降の論文でも論じていないのである。
　その意味で，ジェンセンも財産・所有権論に依拠し，権限・責任関係を
中心に論ずる経営組織論，管理論に対抗し，企業の内部組織を市場取引に
おける契約関係，契約費用の問題として説明しようとした。しかも株主，
債権者などの資金提供者とそれを利用する経営者の間の契約関係のみを，
エイジェンシー・コストで説明し，組織構成員間の契約関係と契約コスト
428
の関係を説明できずに失敗に終わったといえるのである。
７．取引コストと垂直統合およびコングロマリット統合
１）垂直統合論
　ウイリアムソンは，1963年に『The Economics of Discretionary Behavior
（裁量行動の経済学）』を出版して，経営者・管理者が，資本所有者とは独立
して裁量範囲をもっていることを分析した。それは，「資本と経営の分離」
の状況を前提とした理論であった。1970年の著作でもその姿勢はかわらな
かった。しかし，1973年頃から市場と組織，取引費用に関する論文を発表
し始めている。このウイリアムソンの取引コストの研究への移行は，1970
年代の中頃から，自動車，電気産業分野などでアメリカの工業の衰退が始
まり，それに代わり日本企業の高生産性が注目され，その一つの要因とし
て日本の組立産業での部品供給制度が，世界から注目され始めたことと無
関係ではないであろう。こうした経済状況の変化が彼の研究姿勢に影響を
与えたと思われる。さらに，1966年から1969年にかけて，反トラスト法に
関するエコノミストとして，米国法務省に勤務した経験から垂直統合とコ
ングロマリット統合の分析に着手し，垂直統合について，1970年の著作で
は多数事業部制（M型）組織の視点から，さらに1975年の著作では，資産
特殊性概念を含む取引コスト論の視点を導入し，アメリカでの垂直統合が
反トラスト法に抵触しないという理由を主張した。
　ここで注意しなければならないことは，1975年の著作『市場と組織』の
英語原典の副題が「分析と反独占の意味すること（Analysis and Antitrust 
Implications）」となっていること。さらに翻訳版の435頁のうち，垂直統合，
コングロマリット統合，独占，寡占に関する叙述が３分の２を占めている
にもかかわらず，わが国のこれまでの研究では「取引費用」のみが論議さ
れて，統合論，反独占についてはあまり言及されてこなかったことであ
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る。
　その核心的命題は，「独禁法を垂直的統合に適用する場合には，垂直的
統合のための独占的部分に限定して適用すべきである」ということであ
る。工程Ⅰ〔組立親企業〕の主要企業は反トラスト法により〔組立工程Ⅰを
もつ〕大企業に分類される他社を統合できないが，工程Ⅱ〔後方または前方〕
をもつ比較的小規模の企業を統合する場合は，取引コスト節約する目的で
行なわれるもので，その産業の市場占有率にそれほど影響しないことか
ら，独禁法の対象とすべきでないとする見解である。トーマス・カリアー
は，『ノーベル経済学賞の40年』の著作で，「垂直的統合が実現されるか否
かは資産の特殊性に左右される」が，取引コストの比較により，統合か，
長期契約か共有化を選ぶという「アイディアが公共政策に大きな影響を及
ぼし」たことをスウェーデンの王立委員会は評価し，彼にノーベル記念経
済学賞を与えたと述べている。カリアーによると，「アメリカの独禁政策
では『企業が統合する主な目的は効率性の改善であり，垂直的統合の環境
では特に効率性が高く』なることが認識され」，反トラスト感情を和らげ
たことで評価された，というのである。しかし，カリアーは，「現実世界
では，企業の合併には様々な理由があり，取引コストの節約もその一つに
すぎない。だから公共政策は，合併の決断によって生じる結果を，取引コ
ストだけでなく，合併が競争相手に及ぼす影響まで含め，すべて知ってお
く必要がある」と述べ，マイクロソフトの垂直統合がすべてを抱えこみ効
率が悪くなったことを指摘している2）。
　サイモンも1991年の論文で，「ゼネラルモーターズは，なぜ長年の間自
社で工具を設計したが，最近になり，そのほとんどを外部と契約すること
となった。規模と合理的競争市場に対する収益が不変のもとでは，多くの
2）　Karier, Thomas (2010), Intellectual Capital, Cambridge University Press.  小
坂恵理訳『ノーベル経済学賞の40年（下）』，筑摩書房，2012年，250-252頁。
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製造状況，つまり内部で製造か，それとも外部から購入するかの意思決定
は曖昧なものとなる。市場と組織の境界は国ごと時代ごとに大きく異な
る」（Simon, H., 1991, pp. 28-29）と批判している。さらに，合併の地域社会，
従業員へ及ぼす影響も考慮しなければならないのに，ウイリアムソンの企
業統合の分析は，正統派経済学の立場を堅持したいという姿勢が強く，必
ずしも公平な分析をしているとはいえないと筆者は解釈している。
２）コングロマリット統合論
　この点からすると，ウイリアムソンのコングロマリットの分析は，決し
て評価のできるものではない。すでに知られているように，1960年代から
1970年代初期までにアメリカでは反トラスト法から逃れるため異業種企業
間での統合（コングロマリット合併）が急速に増大した。多くの企業は余剰
資金を抱えている場合は買収，余剰資金が十分でなくとも株価収益率を高
めるため株式公開買い付けにより会社乗っ取り屋（コーポレーダー）による
敵対的買収が実施された。これに対して，R. ソーロー（1987年，ノーベル
財団の経済学賞取得者）は「株価操作によって利得をつくりだす専門家たち
がひきおこした」 3）合併運動と批判し，アンソフとウェストンが「財務目
標」だけを考慮した合併と批判をした4）。ウイリアムソンは，ソーローを
ポピュリストと呼び，これらの人は，「従来の主流派のミクロ理論家と同
様に資本市場に代わって内部組織の資源配分効果にほとんど注意を払わな
3）　Solo, Robert, A. (1972), New Mathsand Old Sterilities, Saturday Reviews, 
January 22, pp. 47-48.  ウイリアムソンの引用による。浅沼他訳『市場と企業
組織』257-258頁。
4）　Ansoff, H. I. and J. F. Weston (1962), Merger Objectives and Organization 
Structure, Quarterly Review of Economics and Business, Agust, 1962, 2, 45-48. 
ウイリアムソンの引用による。岡本・高宮訳『現代企業の組織革新と企業行
動』，175-176頁。
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かった」と批判し，チャンドラーの多数事業部制組織を彼なりに解釈し，
総合本社がM型組織をとっている場合は，資源を効率的に配分できるか
ら，コングロマリットを一括的に反トラスト法の網にかけるべきではない
と主張している。
　しかし，ウイリアムソンのM型組織に関する理解が，一面的で形式論
理的で，現実を考慮したものではない。チャンドラーは，デュポン，
GM，スタンダード・オイル，シアーズ・ローバックなどを分析し事業部
制と職能別組の区別を，① 事業別（自動車の場合部品別，銀行，デパートの
場合地域別），② 本社の戦略決定，事業部の業務的決定の区別，③ さらに
事業部の準独立性（利益単位制，チャンドラーにおいては GMの分析では事業
部の利益率は深く意識されたが，他の３社の分析では明確に示されていない）が，
その条件としてあげられている。
　ところが，ウイリアムソンは，M型組織は，２つの経済，① 企業は専
門化しており（商標あるいは地理的範囲において事業部制がとられており），
② 企業は，多数市場を志向する組織となっている。② の経済（コングロマ
リット）は，① の経済よりは高い成果をあげることができる。その理由と
して，ⅰ）株主にとって再投資する場合に相当額の取引費用の節約，ⅱ）
資本市場における乗っ取りを防衛するための経営者による積極的な内部留
保への選好をあげている。このウイリアムソンの事業部制に関する理解
が，チャンドラーと異なっている。さらにウイリアムソンにとっては，株
主が経営者の良否を判断するには，株価収益率を基準とした乗っ取りが実
施されるかどうかという判断は，「ウオール・ストリート・ルール」（企業
経営の方式が不十分で株価を下げるような場合は乗っ取りにより経営者を交代させ
る）による資源配分が効率性をあげると理解されている。こうした形式的
論理的分析から，たとえ総合本社がM型組織をとっており財務的に各事
業部を管理できたとしても，たとえば，各事業部の数について，チャンド
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ラーが想定した以上に事業の数が圧倒的に多くなり，またコングロマリッ
トの場合は，総合本社が異業種のため事業の管理統制に慣れていないとい
う理由で，現実には多くのコングロマリットは失敗し撤退を余儀なくされ
たのである。
　チャンドラーは，1989年に，つぎのような事実について記録している
（『組織は戦略に従う』，有賀裕子訳，ダイヤモンド社，2004年の「序言」に掲載さ
れたものである）。M&Aの件数は，1965年には2,000件あまりでしかなかっ
たが，1969年には6,000件を超え，1972年には2,861件にまで減っている。
チャンドラーは，1963年から1972年までに行なわれたM&Aのうち４分の
３は既存事業とは無関係な製品多角化を狙った異業種との合併であり，
1973年から1977年にかけては，全体のM&Aの半分は異業種との合併であ
った。しかも，「撤退・売却〔の件数と全体の〕とM&A全体の数の比率は，
1965年には１対11であったのが，1969年にはM&Aが急増し6,000件を超
えたにもかかわらず，その比率は１対８程度であった。そして1970年には
１対2.5となる。1974年から1977年にかけて，撤退・売却件数は，M&Aの
件数の半分に上った」（チャンドラー，xviii-xx頁）と述べている。撤退の理
由は，こうした異業種企業との合併による事業部の数の増大は40を超えた
（多い場合は50を超えた）ことから，従来の GMやデュポンで開発された事
業部制における総合本社トップによる統制方法とは，異なったマネジメン
トを必要とする事態がもたらされたからである。すなわち投資利益率によ
る予算管理の方法だけでは不十分であり，本社は，従来の事業に比べ異業
種事業部であり，かつ事業部の数が異常に増大していたから，従来とは異
なった管理階層（権限・委譲関係）の設置や情報が必要となり，失敗するケ
ースが多く，それが売却・撤退の主な理由であったことを，記録してい
る。さらに，会社の合併により株価が上昇しているかぎり問題は発生しな
かったが，株価の下落により撤退，さらに分割売却をせざるをえなくなっ
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たのである。
　ウイリアムソンのコングロマリット分析の最大の欠陥は，この時代のコ
ングロマリット合併の全体の分析をすることなく，また形式論理的にM
型組織は取引コストを節約するから，だからコングロマリットが独占禁止
法に抵触しないはずだと，特別のケース以外は反トラストから回避させる
べき，という彼の立場を正当化させていることである。しかも，どのよう
なケースが成功したのかを，理論的だけでなく，歴史的事実として分析し
理論化する姿勢が全くない。ウイリアムソンのコングロマリット擁護論の
主張では，統合の際に合併企業の経営者，主要株主の相互間で話し合いが
もたれたか，友好的合併であったか，敵対的合併であったか，の具体的分
析が欠けているのである。マネジメントの科学は，実践科学であり，実践
のなかから普遍的事実を集めそれを関係づけ，一般化され理論化されなけ
ればならない。ウイリアムソンの姿勢は，正統派ミクロ経済学者に欠けて
いた企業内の組織分析を補完する意識が先行し，それも事実による分析で
なく，思考上の理論化（関係づけ）の側面が強く，空論の傾向が現れてい
るといっては，「ノーベル記念経済学スウェーデン国立銀行賞」が授与さ
れた研究者に対しては，失礼であろうか。
８．「ノーベル記念経済学賞」，モンペルラン協会，新自由主義
　1896年に没したアルフレッド・ノーベルは，ダイナマイトの発明により
莫大な財産を残した。独身で子供もいなかったため遺書に慈善事業として
賞を設定することを明記した。物理，化学，生理学・医学，後に文学，平
和のノーベル賞が設定され，1901年に最初のノーベル賞が授与された。ノ
ーベル賞は，研究領域の前に「ノーベル」がつき「ノーベル物理学賞」な
どと呼ばれている。だが経済学賞は最初からは設定されなかった。最初の
ノーベル賞の授与から67年後の1968年に，ノーベル財団は，スウェーデン
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国立銀行からメダルと賞金は銀行が自己負担するとの条件で経済学賞の設
置を提案された。賞金も他のノーベル賞の金額に劣るものではなかった。
しかし名前は，「ノーベル記念経済学スウェーデン国立銀行賞」とされ，
ほかの「ノーベル賞」とは区別された。また，他のノーベル賞が「人類に
貢献をした」と賞賛されるのに対して，経済学賞の理由が明確でないとの
批判も聞かれた。トーマス・カリアーは，『ノーベル経済学賞40年（上），
（下）』（2010年，翻訳2012年）のなかで，経済学賞は再編を迫られている，
と述べている。１日１～２ドルの生活苦にある主婦などに，小口の資金を
貸し付けて生活難を救済するとか，小さなビジネスの発展に資金を融資す
るグラミン銀行を提案しそれを実現させ成長させたのは，バングラディッ
シュのムハマド・ユヌスであった。彼は，経済学賞でなく「ノーベル平和
賞」を受けた。また，シカゴ学派の新古典派の立場になかったが，社会矛
盾を取り上げ鋭く批判的分析し多くの業績をあげたジョン・K.ガルブレ
イスやジョン・ロビンソンは，推薦から漏れた。それは政治的理由か，社
会批判が強すぎたからか，カリアーは，経済学賞が，他のノーベル賞と同
じく真に社会貢献した業績に与えられているかに疑問を提示しているので
ある ＊（Karier, 2010，小坂訳〔下〕，256-264頁）。
＊　1997年の受賞者マイロン・ショールズとロバート・マートンは金融工学の
業績であったが，フェッジ・ファンドの LTCMの取締役で，後の被告として
の裁判で脱税に関与したことが判明した（そのときの原告側証人は，経済学
賞授与者のステーグリッツであった）。
　サイモン（行動主義者，1978年）は，ノーベル賞決定日の記者会見で２，
３の質問に答え，「これから講義が始まる，私は，そのために雇われているの
だから」。後日，「ノーベル賞なんて忘れてくれ。たいしたことじゃない」と
語った。また，トービン（ケインジアン，1981年，国際通貨市場のすべての
取引税金を課し，投機取引を抑制する案を主張）の妻のエリザベスは，「夫は
イェール大学に通うのにシアーズ社の３段ギアの自転車で通勤するのが習慣
であったが，春に大事な自転車が盗まれ，それができなくなった。それがや
っとできるようになった」と語ったという。11月には，18万ドルを１人で取
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得できたからである。トービンは，学生に人気があり，ゼミの学生が「ｑ」
の印をつけたＴシャツを着た。トービンのｑを示したいからであった。
　サイモンは正直で誠実な人である。彼の伝記『学者人生のモデル（Models 
of My Life）』（1996，安西祐一郎・徳子訳，岩波書店，1998年，157-168頁）に
は，1969年経済学賞設置以来，周りから候補者といわれたこともあり，かな
り気になったこと，おかげで，自分の研究関心が，経済学に向けられたこと
を告白している。
　それよりも，1977年，サイモンがアメリカ経済学会（AEA）の記念講演に
招かれたときに，招待者のジャッシュア・マーシャックが座長の予定だった
のが，突然フリードマン（1976年経済学賞）に変更され，フリードマンと論
争になったことが書かれている。フリードマンは，いつもと違い，節度ある
態度で臨んだのは，王立委員会の選考関係者が会場に居たのかも知れない，
と皮肉っている。サイモンは，人間観を含め，新古典派の「経済仮説」に最
後まで，疑問を提示した。サイモンは，つぎに触れる「モンペルラン協会」
とは無縁で，ジョンソン大統領（民主党）のときに，大統領科学顧問委員会
（PSAC）の委員に招請を受け承諾し委員になる。その課題の一つが，ベトナ
ム戦争でのホーチミンルートを遮断する方法を検討することであったが，委
員会のメンバーはベトナムの農民や兵士の行動を分析すると遮断は不可能と
考えた。だが，キッシンジャーや関係者は，PSACからの干渉を嫌った。サイ
モンは，アメリカはベトナムから撤退すべきと考えていたこともあり，この
問題では，個人的貢献をしていないと明言している。PSACで環境問題のパネ
ルを復活させ，彼が議長で，1967年に貴重な報告書を出したことに触れてい
る。
　彼は多忙ななかで，自分の娘と婿も，1968-69年の大学紛争に参加していた
こともあり，大学教授として，コラムに何度も投稿し，学生に節度ある行動
をとるべきことを書いている。サイモンも世界の一流の学者ではあったが，
大学教員として誠実に活動したことがよく分かる（安西訳，405-418頁）。
　モンペルラン協会とは，1947年スイスのジュネーブに近いモンペルラン
で，ハイエク，レプケ，フリードマンなど米，英，仏，独など国際的に有
名な経済学者，社会哲学者が中心に会合をもち組織された協会である。ハ
イエクの名前で，58人の欧米の研究者・知識人に招待状が出され，全員か
ら賛同を得たが実際に参加したのは39名であった。筆者のこれまでの知識
から知りえた参加者の氏名をあげれば以下のとおりである。オイケン（フ
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ライブルグ），フリードマン（シカゴ大学経済学部），ハイエク（LSE，ロンド
ン経済大学，会長），ナイト（シカゴ大学），ルッツ（プリンストン大学），マッ
ハルップ（ジョン・ホプキンス大学），ポラニー（マンチェスター大学），ポッ
パー（LSE）シュティグラー（ブラウン大学，ロードアイランド），ブキャナ
ン等であった。後にこの協会の会員になった者にスティグラー（会長），
ベッカー（会長），モーリス・アン（会員），ロナルド・コース（会員，新制
度経済学創始者），ヴァーノン・スミス（会員）がいた。
　ハイエクが開会の報告を行なったが，その主要議題は，ⅰ）「自由企業
と競争秩序」，ⅱ）「近代歴史学と政治教育」，ⅲ）「自由主義とキリスト
教」，ⅳ）「ドイツの将来」，ⅴ）「ヨーロッパの連邦問題」で，議論の主要
論点は自由競争市場を確保し政府の介入を防ぐことであった。会合の終わ
りにハイエク，オイケンら６人の趣意書が起草されたが，中心的論点は以
下の点にあった。「個人の自由は，競争市場が経済活動の主要な媒介機能
を果たす社会においてのみ維持される」。この会合の議題には「経済的自
由は，自由（競争）市場で機能する価格メカニズムによってのみ，生産手
段の最良の利用と人々の欲望の最大限の充足が可能になる組織がえられる
ことを基本公準として受入れる」（権上，2006，39頁）ということであった。
さらに，「政府の活動は，可能なかぎり法律の規定によって制限されるべ
きである」とされた。
　このモンペルラン協会の設立の９年前の1938年に米国の政治ジャーナリ
ストのリップマンとハイエクが協議し，リップマンの『よい社会（The 
Good Society）』のフランス語訳『自由な国』の出版を機会に，パリで「リ
ップマン・シンポジューム」が組織された。当時は，世界的に全体主義的
思想傾向が強く，自由主義を防衛したいというレプケ，ハイエク，さらに
オイケンとともに公正な自由市場を維持するための国家の役割を説いた
「新自由主義」の思想をもつリュストウ（Ruestow, Alexander，トルコ国籍）
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など，フランス人13名を中心に25名が集まり，「新自由主義のアジェンダ」
をテーマに議論された。このシンポジュームでは，自分たちの立場を明確
にするため「新自由主義」や「建設的自由主義」の名称を使用すべきか論
議されたが，特別な名称は決定されなかった。しかし，オイケンらは，ド
イツにおいて公正な市場を維持するためには国家の介入も認めるべきとい
う「社会的市場経済」の思想を保持していたことから，積極的に「新自由
主義」者と自称していた。
　この両方の会議で活躍したのはハイエクであったが，ケインズの有効需
要政策は政府支出により支えられるものであるから反対であった。ハイエ
クの考えでは，生産の集積に基づく規模の拡大化は，技術や組織の発展に
よるものであるから経済の発展には好ましいことであると位置づけられた
が，団結した強力な労働組合は政府がそれを認可したことにより生じたの
であるから反対であったのである。それゆえ，このモンペルラン協会の思
想は，リップマン・シンポジュームで議論された「自由主義アジェンダ」
と同じく，「新自由主義の」の端緒といわれる。
　モンペルラン協会は，米，英，仏，独などの国際的に著名な経済学者，
社会哲学者などを中心とする小規模な閉鎖的な組織で，隔年開催の年次会
議は非公開で，現役の政治家やビジネスマンが招かれることはほとんどな
かった。協会の役割は，直接大衆に働きかけその意識を変えることではな
く，当時優勢であったケインズ主義やフェビアン主義者の主張を論破でき
る知的エリートを育成し，新自由主義の思想と世界観を彫琢し，それを世
界の知的エリートに広めることであった。その普及の手段は，Frankfurt 
Allgemeine, Le Monde, Neue Zeitung Zuercher Zeitung, Financial Timesな
ど世界的なビジネス紙への執筆にかぎられた（高田太久吉，2014，３頁）。
現在までにモンペルラン協会のメンバーは物故者も含めて1,025名が確認
されており，そのうち43％が米国出身者であるが，残りはヨーロッパ，南
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米，アジア，東ヨーロッパ，カリブ海域，オセアニア，アフリカ，日本
（41名）など世界にまたがっている（高田，４頁）。
　また，先にふれたノーベル記念の経済学賞がスウェーデンの国立銀行か
らの提案と資金に基づき設置されているが，その銀行関係者がこのモンペ
ルラン協会の主要メンバーであることと，過去にこのモンペルラン協会の
メンバーや関係者から10名を超える経済学賞受賞者が出ていることとは無
関係ではないことが指摘されている（Milowski & Plehwe, 2009；高田，2014，
４頁）。
　モンペルラン協会は，新自由主義の復権のために，「新しい思想と世界
観の生産とこれを担当する知識人の再生産という重要な任務を担当した」。
そして協会の成果である新しい思想と世界観を実際に世界各国の知的エリ
ート層に伝達・普及する役割は，この役割にふさわしい知的エリート（ハ
イエクとフリードマンの言葉では大学教授，政治家，ジャーナリストなどの「思想
の商人」）の組織（シンクタンク）と，その国際的ネットワークに委ねられ
た。現在では，世界に6,305箇所（北米1,912箇所，30％，ヨーロッパ1,750箇所，
28％，アジア1,183箇所，19％，その他1,460箇所，23％）あるとされているが，
1980年から新自由主義政策を推し進めた英国首相マーガレット・サッチャ
ー（1979年５月に選出）とロナルド・レーガン米国大統領（1980年に選出）の
政策が，これらのシンクタンクのスタッフからの強力な支援のもとに立案
された。シンクタンクの設立は，ハイエクの意向によるものであった（高
田，４頁）。
　1945年アントニー・フィッシャー（後にモンペルラン協会のメンバーとなり
英国の保守党の政治家となる）は，ハイエクの『隷従への道』を読み感激し
当時ロンドン経済大学に勤務していたハイエクを訪れ，政府の介入と社会
主義の勢力を阻止するため政治家になる意志を伝えるが，そのときハイエ
クは，同じ目的を達成する方法としてシンクタンクの設立を勧めた。そし
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て10年後の1955年にフィッシャーは，ロンドン・経済問題研究所（IEA）
を設立した。この研究所は，フリードマン，ブキャナンをはじめとするア
メリカの保守党派経済学者とロンドン経済学などヨーロッパの保守党派経
済学者との交流の機会を提供した。保守党党首に選ばれたサッチャーとハ
イエクを引き会わせたのも，同研究所の計らいであった。同研究所の運営
資金はシティーを含む財界からの定期的寄付金に依存していた（高田，５
頁）。
　サッチャーの新自由政策は，この研究所のスタッフによる立案に依拠し
ており，ケインズ主義を放棄することと，1970年代のイギリスのスタグフ
レーションに対処するためマネタリズムに基づいたサプライサイド的解決
をはかる政策（規制緩和と減税政策を重視し民間企業の活動を活性化させ経済成
長を図る）を推し進めた。具体的には，1945年以来確立された社会民主主
義国家（福祉国家）の諸制度と方法を解体し，労働組合の力と対決するこ
と，自由競争を妨げるあらゆる社会的連帯を攻撃し，公営住宅をはじめと
する公共企業体の民営化，減税，特に日本からの外国投資を誘致し企業家
のイニシアティブを奨励することなどであった。サッチャーは「社会など
というものは存在しない。存在するのは男，女という個人だけだ」，そし
て「家族だ」と発言し，あらゆる形態の社会的連帯を拒否し，個人主義，
私的所有，個人責任，家族の価値に代置させる方策を採用した（Harvey, 
D., 2005, 渡辺治監訳，36-37頁）。
　アメリカのシンクタンクで，ハイエクの思想を基礎にレーガン政権の新
自由主義的政策の立案に深く関わったのは，ヘリテージ財団（1973年）と
ケイトー研究所（1977年設立）であった。ヘリテージ財団は，ビール会社
Coorsの経営者から資金が提供され２人の共和党系会議のスタッフによっ
て設立された。ヘリテージ財団の特色は，共和党とのきわめて親密な関係
と，米国の新自由主義の拠点であるフリードマンなどシカゴ学派の経済学
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者との強固な結びつきであった。同財団は，1980年のレーガンの大統領選
挙の際，新政権が取り組むべきほとんどあらゆる分野の問題について政策
提言を網羅した1,000頁を超える資料『リーダシップへの付託（Mandate for 
Leadership）』を作成した。この文章を「ワシントン・ポスト」紙は「レー
ガン政権の移行チームのバイブル」と呼んだということである。さらに，
同財団は，大統領選挙から政権発足までの期間，レーガン政権の移行チー
ムに11名のスタッフ送り込み，「共和党の幹部会は，事実上，ヘリテージ
財団と共和党の会議メンバーを結び付ける導管になっている」といわれ
た。ヘリテージ財団が成功をおさめた重要な要因は，同財団とフリードマ
ンに代表されるシカゴ学派との密接な関係である。フリードマンは，同財
団の発足以来，最高の指導者であり支援者であった（高田，9-10頁）。
　ハイエクが深く関わったケイトー研究所は，モンペルラン協会の主要メ
ンバーの１人（Chaines G. Koch）によって設立された。ハイエクは，研究
所の特別上級研究員に任命され，ワシントンにある同研究所の本部には，
ハイエクの名前を冠した大講堂が設けられ，壁にはハイエクの肖像画が掲
げられている。同研究所は，14名のモンペルラン協会の会員が，理事会メ
ンバー，フェローその他の重要なポストを占め，運営されている。
　こうして，1979年民主党のカーター政権での連邦準備制度理事会議長の
ポール・ボルカーは預金金利の自由化（レグレーション Qの廃止）を開始し，
それを端緒に1981年に新しく選出されたレーガン政権は，ヘリテージ財団
のスタッフの考案による新自由主義的政策の採用を促進する。具体的には
住宅ローンだけでなく商業ローンジャンク債を含む債券投資を認める金融
規制緩和，法人税，所得税の減税と政府予算の削減，労働組合や職業団体
への攻撃を開始し，マネタリズムに基づくサプライサイドの経済政策を促
進する。
　こうした政策の採用にもかかわらず，1986年にMITのスタッフを中心
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とする産業調査団が組織され，アメリカ国内および日本，ヨーロッパに派
遣され，アメリカ産業の再生を願い調査し３年後の1989年に『Made in 
America』としてまとめられ，再生のための諸政策が提言されるが，工業
の衰退化は押し留められず，経済の金融化が急速に促進されるのである。
９．新制度経済学の思想基盤
１）新制度経済学の性格を分析する視点
　すでに，第１章で簡単に説明したように，経営学説史研究において，あ
る学説の基本的性格を摘出するには，その理論が立論された経済・社会状
況（背景）との関係，さらにその学説の理論構造とその学説が展開される
以前に発表された経営学説の理論構造との比較が必要であろう。そうする
ことにより，その新しい学説の基本的性格が明らかになり，その理論の社
会に与えた影響（貢献であったり否定的であったり）が明らかになると思わ
れる。社会科学である経済学・経営学の場合は，人間に関わる問題を研究
対象としており，人間が所属する社会や組織に対して採用される経済・企
業政策は，それぞれの人間集団の利害に直接に影響を及ぼし，その政策が
ある集団にプラスに貢献しても，他の集団にはマイナスに作用する場合も
あるのである。その意味では，研究者が立脚する視点は，必然的に党派性
をもつことになるのである。
２）アメリカ経済の発展経過と1965年以降の日本企業の発展
　アメリカ経済の展開を振りかえると，1929年の大恐慌は，1933年の失業
者が1,300万人（４人に１人）に増大し，GDPも1929年の額に比べ，1933年
には３分の２まで落ち込む重大な影響をもたらした。この GDPが，1929
年以前の金額に回復したのは，1941年で第二次世界大戦の特需により可能
となったのである（Galbraith, J. K., 1954，村井訳，28-30頁）。こうした辛い経
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済不況から脱出できたのは，アメリカ国民の努力と企業経営者の努力によ
るものといえた。経営システム・技術の発展をみると，ティラー・システ
ム，フォード・システムの世界的普及，GM，デュポンで開発された複数
事業部制を基礎に展開された近代的全般的管理の普及などは，アメリカ本
国の企業経営と経済発展に寄与したことはいうまでもない。第二次世界大
戦後日本生産本部を中心に，経営者をアメリカに派遣しアメリカ経営学を
学びその経営技術を戦後の日本企業の活動に持ち込み，日本経済の驚異的
高度成長にも寄与したのであった。
　アメリカ経済や経営学は1950年から1970年の20年間にゴールデン・エイ
ジを迎えたといわれた（K. and W. Hopper, 2009, p. 220）。第二次世界大戦直後
の世界におけるアメリカ経済の優位性は，つぎのような強さに支えられて
いた。① アメリカの市場が広大であり，戦争の被害を受けた第２位のヨ
ーロッパの国の市場よりも８倍も大きかった。アメリカ経済は規模の経済
を満喫し，自動車や鉄鋼産業の生産単位あたりコストは外国よりはるかに
下回っていた。② 戦争によりヨーロッパの科学研究機関が破壊されたの
に対して，アメリカの高い技術を基礎にアメリカ企業の競争力は高く，飛
行機産業はその最たるものであった。③ アメリカでは初等・中等のマス
プロ教育の普及で教育水準が高く労働者の熟練度も高かった。そうした科
学と教育の高さが，1960年代に人類を月に送ることを可能にした。④ ア
メリカ人の１人あたりの所得は日本の８倍も高く，かつ日本に比べ企業は
労働者１人あたり２倍の投資を行なっていた。⑤ アメリカの企業経営者
は世界で最も優秀であった。ヨーロッパでは優秀な大学卒業生は，行政官
になるが，アメリカの企業は部課長クラスの優秀な管理者を容易に雇用す
ることができた（『Made in America』草思社，1990年，55-56頁）。しかし，
1970年代には日本のソニーのウォークマンに象徴されるように，最初は電
器産業，さらに他の産業でも日本やドイツに追いつかれ，アメリカの工業
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での衰退が始まったのであった。他方でそれをカバーするため株式市場を
利用した企業目的の達成を株価収益率で測定するという経営政策が一般的
となっていくのである。
　1949年にアメリカ占領軍が，戦犯追放後の東京と大阪の通信・電器企業
の若き経営者に実施した CCS講座の責任者と講師は「西側からの３人の
賢人」と呼ばれた。彼らは，自国アメリカの電器産業等の生産現場でオ
ン・ザ・ジョップ・トレーニング（OJT）方式により，労働者を指導・監
督したのであり，その経験を踏まえて日本の経営者を指導したのである。
日本の経済成長の初期には，ティラー・システム，フォード・システムの
技術と思想は採用され，日本流に良好に機能していたのである。日本の経
営者は，GHQの民間通信局へ派遣されてきた生産現場の一流の技術者・
監督者から教育・指導を受けたのであるから，日本における「現場主義」
的管理の手法の一部は，間違いなくアメリカの技術者から学んだものなの
である。その後，近代的トップ・マネジメント機構の導入，近代的予算管
理による事業部制の展開，さらにデミングなどによる品質管理の普及な
ど，近代的全般管理の導入により，1965年頃から世界に類をみない高度経
済成長を記録するようになるのである。
３）アメリカ経営学の発展経過
　他方で，アメリカ本国での経営学の発展をみると，1932年に出版された
バーリーとミーンズの『近代株式会社と私有財産』で明らかにされた「資
本所有と経営の分離」の事実が企業経営者により受入れられ，ディーンの
『経営者のための経済学』（1951年）を皮切りに，最大限利潤獲得を否定し，
売り上げ極大化，成長（資産形成）の最大化を求める経営者の行動の分析
や，経営者の社会的責任の役割を強調するミクロ（経営者のための）経済学
が展開され，さらにサイアート・マーチの利害関係者によって構成される
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連合体的企業理論，さらにドラッカーなどによる「企業は社会的公器」と
する思想のマネジメントが普及した。アメリカを源流とする品質管理が日
本企業により洗練化され，日本的経営が注目されはじめていた。こうした
時代状況で，本稿で分析した財産・所有権理論，エイジェンシー理論，さ
らに取引コスト論の多くの論文は，アメリカ経済の黄金時代が終わる1970
年代に執筆・出版されているのである。この1970年代とは，アメリカでの
工業の衰退が始まる時期である。
　ウイリアムソンが，対抗意識をもって「経済的組織への技術的接近」方
法と呼んだ理論とは，すでに紹介したように（本稿406頁），ブラウンの
Organization of Industry（1947），クーンツとオードンネルの Principle of 
Management :  An analysis of managerial function（1955），ニューマンの管
理過程論（1960）など，伝統的経営管理原則論などを指していると思われ
る。アメリカでは，バーナードの Function of Executive（1938）での近代的
組織論や，サイモンの Administrative Behavior（1945）などの意思決定論
では，経営者の意思決定行動が分析されていた。ウイリアムソンによる
と，新制度経済学は，これらの理論へのライバルとして展開されたという
のである（Williamson 1996, p. 222）。また，ミクロ経済学では，経営者の意
思決定に寄与する分析が重視され，経営者行動の役割を強調する「経営者
のための経済学」の著作が，ボーモル，マリス，サイアートとマーチ等に
よって出版されていたのであるが，ジェンセンのエイジェンシー理論は，
それに対抗する理論として，また株価収益率による敵対的買収を躊躇させ
る当時のイギリス政府やアメリカの経営者団体が支持するステークホルダ
ー理論に対抗する理論として展開されたのである。
４）新制度経済学の性格──新制度経済学は社会に貢献できたのか
　アルチャンは，「財産・所有権の主要な機能は，外部性のより多くを内
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部化することを達成する誘因を導くこと」と述べているとおり，財産・所
有権理論の目的は外部性を内部化することにある。これは，まさにレーガ
ンの新自由主義政策の一つである効率をあげるために低・中間所得層の近
隣住民に寄与してきた公共企業を民営化させることの理論的基礎といえる
ものである。また，財産・所有権理論では，雇用者としての経営者と被雇
用者間の雇用関係において，常に同等の条件で同質の労働力を雇用できる
という非現実的な条件を設定して議論が展開される。さらに，企業構成員
間ないしその担う職務間の関係が，均質的な契約関係と把握し，組織（職
務と職務の関係）は「契約の束」と定義される。そこでは，伝統的組織論
や近代的な組織論で考察された権限委譲論（法的権限説）や権威の受容，
制裁（sanction）といった問題は無視される。組織内の人間関係の分析にお
いて，唯一「取引コスト」の概念を持ち出し，危険（ハザード）を処理す
る費用の比較として処理しようとしている。
　エイジェンシー理論では，株主と経営者（最高経営者 CEO）の関係をエ
イジェンシー関係（依頼・代理関係）として把握するが，この関係が組織の
あらゆるレベルに存在すると考える。しかし，結局は，株主価値最大化を
実現するために株主ないし債権者と，その代行者である経営者の関係しか
説明できずに終わっている。経営者と従業員の関係は，依頼・代理関係で
はなく，労働法に規定された雇用・被雇用関係であり，その性格は異なっ
ているからである。さらに，株主と，株主総会で選出される取締役（経営
者）との関係は依頼人・代理人の関係におけるエイジェンシー・コスト，
さらにボンディングコストとして分析されているが，権限委譲関係の視点
を考慮しなくてもよいのか。また経営者と中間管理者，下級管理者，さら
に下級管理者と現場従業員との関係に，同じエイジェンシー関係（依頼・
代理関係）が存在するのかは，具体的に論議できずに終わっているのであ
る。一般的には，エイジェンシー理論の最大の「功績」は，特に金融業界
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等にみられた社会的責任を忘れ高額な報酬を手にする狡猾な経営者を生み
出す株主価値最大化を企業目標とする理論的基盤を与えたことである。し
かしその企業目的を達成するためには，結局は収益株価率を高めるために
賃金を切り下げ，株価で報酬を評価するストック・オプションを普及さ
せ，株主の収益と経営者の報酬を両者間で山分けする理論的基礎を提供し
たといえるのである。
　ウイリアムソンの取引コスト論では，外部市場から雇用する人材と，企
業内部から雇用する従業員では，後者の場合特殊資産性をもつので，その
違いは区別された。企業内で一定期間勤務した従業員はその企業特有の課
業の特異性（設備の特異性，作業工程の特異性，チームの特異性，コミュニケー
ションの特異性）に関するスキルを取得しているので，その人材をいつも
同じ条件で雇用することは困難であるという「資産特殊性」による区別で
ある。しかし，ウイリアムソンは，説明の便宜上「はじめに市場があっ
た」として，外部市場と内部市場の違いを明確に述べることを避けて，そ
れぞれの市場での取引コストの比較の論議に始終している。
　一般的に考えても外部市場での取引と内部市場での取引には，つぎのよ
うな異なる３点にわたる明確な差異がある。① 外部市場での取引は，相
対的に自律した取引者間での拘束関係のないものと仮定されている。それ
に対して企業内での経営者と従業員関係は，極端な場合は独裁関係である
とか，良好なチーム関係が形成されるとか，忠誠心などが生み出される濃
密な場合もある。それは一種の文化のもとでの企業内社会関係ともいえる
ものである。② 外部の市場における人間関係は市場の価格を通じて現わ
れる。それに対して，企業内には，効用の最大化を求めての行動が価格メ
カニズムにより均衡するといった関係は存在しない。③ 外部市場での活
動は，主として価格や費用といった用語で説明されるのに対して，企業内
での活動の内容は，経営者の従業員に対する管理と統制の構造や方法とい
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った用語によって説明されるものであろう（Hodgson, 1988，八木他訳，219-
220頁）。しかし，ウイリアムソンは，それを，外部から buyするか内部で
makeするかの場合にかかる両者の費用の比較のみの問題の考察に限定し，
しかも実際の取引コストの計算では「先の尖った部分を切断する」ような
困難さを伴うものであり，結局は釣り合いの問題とするのは，現実を説明
する理論として，かなりの問題を孕むものといえよう。このような問題を
孕むウイリアムソンの取引コスト経済学は，あくまでも正統派経済学を補
完する立場で，静態的均衡の立場から，数量分析を確保したいという姿勢
が全面に現われたものといえよう。
お わ り に
　本稿の目的は，「はじめに」でふれたように，新制度経済学（財産・所有
権理論，エイジェンシー理論，取引費用論と垂直・コングロマリット統合論）の
核心的主張の特徴を検討することにより，それが新古典派経済学の思想的
基盤と同一であることを明らかにし，さらに，この新制度経済学理論での
具体的主張は，実は1979年に成立するイギリスのサッチャー政権，さらに
1980年のレーガン政権により推進される新自由主義的経済政策の一部に対
して理論的基礎を提供したことを論証することであった。本稿ではつぎの
ことが明らかにされた。
　新制度経済学の代表者のウイリアムソンの「制度」概念を，ヴェブレ
ン，コモンズの旧制度経済学での「制度」概念を比較検討した。ウイリア
ムソンの制度概念は明確ではなく制度概念を確定するのに迷走を続けたこ
とを指摘した。しかし，最終的には，旧制度学派の制度が，経済活動をす
る人間により創造され，さらに社会の発展により進化・発展するのに対し
て，ウイリアムソンの制度は変化せず一定であり，取引活動を行う経済主
体間での取引費用の比較が主要な研究対象になっていることである。ヴェ
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ブレンは，限界効用理論が経済・社会の歴史的発展を研究対象にしていな
いと批判をするが，この批判は同様にウイリアムソンにも妥当する。ウイ
リアムソンは，企業組織をブラック・ボックスとしていた新古典派経済学
を補完することを優先したため，制度が変化せず一定と定義せざるをえな
かったのである。
　ウイリアムソンの「取引費用」の定義とその測定方法を検討したが，垂
直統合，コングロマリット統合の合理性を説明するものではなく，最後は
結局経営者の感覚的な釣り合いの問題と告白せざるをえなかったことをみ
た。それよりも，ウイリアムソンの「貢献」は，一般的には，垂直統合で
は，たとえば自動車の場合組立大（親）企業が小規模の部品企業を統合す
るさいに「取引費用」の理論を基準にして実施され，さらにこうした統合
は市場を独占するものでないから反トラスト法から免除すべきと主張した
ことにあるとされている。これに対して，現実の垂直統合では，実物資産
（工場，機械，従業員など）の統合であるので，そこでは吸収・合併される
側の実物（機械，設備，経営者と従業員間での協業で取得された熟練）の原価計
算などが具体的に検討されなければならないのに，こうした議論は全く無
視され，単に統合し内部化するかそれとも長期取引を継続するかの取引費
用の比較の分析で終わっているのである。
　さらにコングロマリット統合の場合は，取引費用の計算にあたり，資本
市場で株価収益率が決める株価の計算に基づく取引費用の計算を疑いない
ものとして受け入れているのである。新古典派経済学を基礎に自由競争の
保持こそ社会均衡を達成することができることを信ずる経済学者は，実物
資本と擬制資本の区別なしに議論することに疑いをもっていない。ウイリ
アムソンもその例外ではない。コングロマリット合併に対して，R.ソー
ロー（1987年ノーベル財団の経済学賞取得者）は「株価操作によって利得をつ
くりだす専門家たちがひきおこした」合併運動と批判し，アンソフとウェ
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ストンが「財務目標」だけを考慮した合併と批判したのに対して，ウイリ
アムソンは，ソーローをポピュリストと呼び，これらの人は，「従来の主
流派のミクロ理論家と同様に資本市場に代わって内部組織の資源配分効果
にほとんど注意を払わなかった」と批判したのである。株価収益率に基づ
く資源配分において彼の主張する資産特殊性や従業員に熟練の取得といっ
た現象は，どのように測定されるのであろうか。ウイリアムソンにとって
は，取引費用論の展開の目的は，垂直統合すべきか（内部化＝make）否か
（外部からの長期契約による購入の継続 buyか）の費用を比較することの他に，
反トラスト法の緩和を実現することであった。その意味でもウイリアムソ
ンの取引費用，垂直統合・コングロマリット統合での主張は，レーガン政
権の新自由主義政策に親和的といえるのである。
　アルチャンとデムゼッツの財産・所有権論は，すでに指摘したとおり経
営学分野で一般化されていた「所有と経営の分離」の考え方に対して，私
有権が保障された状況のもとでのみ外部費用を内部化することが容易とな
ると主張した。どちらかというと貧困所得・中間所得層に寄与した公共事
業の重要性を否定し，小さな政府の視点から企業経営の効率性を高めるた
めには民営化すべきとする新自由主義政策の実現に理論的基礎を提供し寄
与したといえるのである。
　ジェンセンのエイジェンシー理論は，「所有と経営の分離」論以降，ボ
ーモル，マリス，ウイリアムソンなどが，企業の構成員としての経営者行
動の分析をし，企業目的が，利潤極大化ではなく，売上極大化，資産長率
の増大，企業成長の増大となっているという主張に対抗して，企業目的が
株主価値の最大化であるという主張した理論である。企業は，それぞれ違
った利害で効用を追求するステークホルダーの構成体と主張するサイアー
トとマーチの『企業行動の理論』（1963年）の第９章に，ウイリアムソンは
「合理的経営者行動のモデル」という論文を寄稿している。さらに単著
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『裁量行動の経済学─企業理論における経営者の目的』（1963年）を出版し，
経営者が独自の行動をとることを分析している。ところが彼は，1973年頃
から「取引費用」に関する論文を書き出し，1975年に『市場と組織』を出
版し，企業組織を市場の用語で説明し始める。これは一種の思想転換であ
り，企業組織を説明するにあたりサイアート，マーチ，サイモンの手法か
ら距離をとり始めるのである。ウイリアムソンにいかなる理由が生じ，新
制度経済学を主張し始めたのであろうか。
　1970年代に展開された，アルチャンとデムゼッツの財産所有権論，ジェ
ンセンのエイジェンシー・コスト理論の思想基盤について検討してきた。
ハイエク，フリードマンがその設立に強い影響力を発揮した，英国の場合
ロンドン経済学研究所のスタッフ，アメリカの場合はヘリテージ財団のス
タッフが，サッチャーとレーガンの新自由政策を具体化するのを援助した
が，アルチャンとデムゼッツの財産・所有権論で主張された外部経済を内
部化するほうが効率的であるという主張は，ケインズ政策の一つの柱であ
る公共事業は非効率であるから内部化（民営化）すべきという主張に対す
る理論的根拠を与えたといえる。さらに，ジェンセンのエイジェンシー理
論は，1980年代から開始されるアメリカでの大幅な金融規制緩和の推進に
より資本市場を拡大し，企業の目的を疑いもなく「株主価値の最大化」と
し，そのなかでコングロマリット合併の形式で，収益株価率が高くなるか
低くなるかを基準に事業体（企業）それ自体を商品のように買収するか売
却するか（M&Aの）対象とする政策の採用に理論的根拠を与えたといえる
のである。その意味で，オーハンギーのいうように，アメリカのコーポレ
ート・ガバナンス観の転換に強力な理論的基礎を与えたといえる。最近の
若い留学生が，ジェンセンの論文を深く読むことなく，それぞれの国の文
化の影響を受けた企業組織の構成員間の関係を，契約に基づく委託・代理
関係でない関係を説明するにあたりエイジェンシー関係と呼んだり，新興
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国での財閥大資本家が経営者を意のままに操り，群小資本の利益を損ねて
いる関係を別な「エイジェンシー関係」が生じていると呼んだりしている
傾向は，その使用仕方の適否はおくとしても，エイジェンシー理論の影響
力を示したものといえよう。
　日本でのウイリアムソン研究では，取引コストの紹介に焦点がおかれ，
垂直統合論，コングロマリット統合論に関するウイリアムソンによる理論
展開を詳細に検討してきたとはいえない。しかし，すでに本稿で検討した
ように，ウイリアムソンの両統合に関する議論は，チャンドラーの多数事
業部制に関する不正確な理解（M型組織）など，独自の解釈が多く，形式
論理的な展開に始終している印象が少なくない。ウイリアムソンの『市場
と組織』や後に出版された著作を検討するかぎり，取引費用論の理論的展
開と垂直統合とコングロマリット統合の因果関係的説明はそれほど説得的
ではない。たんに両統合方式に対してアンティトラスト法を適用すべきで
ないことを強調し，新自由主義的政策を支持する提言を行なったことは間
違いないといえる。
　1980年代後半から，新自由主義的政策の一環としてアメリカの金融規制
緩和は歯止めもなく推進された。1933年の銀行法は改定され，州内での営
業のみ制限されていた銀行は，州を越えてしかも預金・貸付業務だけでな
く，子会社を組織化し証券，信託，投資ファンドの業務をすることが可能
になり，銀行の巨大化を図ってきたのである。しかも，2008年の100年に
一度の世界金融危機の際には，「to big to fall」（巨大化すぎて倒産させるには
影響が出すぎる）として，税金が投入され救済政策がとられたのである。
　本稿は，新制度経済学の思想基盤とその社会に与えた影響について分析
を試みた日本で初めてのものといえる。この分野の研究に一定の貢献をす
るものであることを願っている。
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